
NEWS RELEASE 

 

令和８年１０月１５日 

                   一般社団法人 信託協会  

 

規制改革に関する提案を提出 

 

 一般社団法人 信託協会（会長 笹田 賢一）では、「規制改革・行政改革ホットライン（縦

割り 110 番）」の受付を実施している内閣府 規制改革推進室宛てに「規制改革に関する提案」

を提出いたしました。 

 具体的な提案項目は以下のとおりです。 

 

１．信託銀行のグループ会社を委託者とする暗号資産 ETF 組成を可能とすること 

２．暗号資産 ETF 組成時に信託銀行に求められる態勢整備内容の明確化  

３．信託銀行による対象信託財産に暗号資産関連デリバティブを追加すること 

４．独占禁止法第 11 条における信託勘定に対する議決権保有規制の見直し 
５．相続手続のデジタル化 
６．金融サービス仲介業に「信託媒介業務」を追加すること  

７．増改築等の理由による営業所等の一時的な位置変更に係る手続の緩和  

８．管理型信託会社および自己信託業務における登録事項の変更に伴う届出期限の緩和 

９．受託者が特定有価証券を発行する場合の企業内容等開示ガイドラインが準用される範囲を 

整理・明確化すること【新規】 

10．閉鎖型除外における確定拠出年金の運用商品除外に関する同意取得要件の緩和 

11．確定拠出年金における指定運用方法の設定義務化【新規】 

12．確定拠出年金における運営管理機関による個別アドバイスの解禁【新規】 

 

 なお、各項目の概要につきましては、別添をご参照ください。 

 （注）【新規】は新規要望項目。その他は継続要望項目。       

 本件に関する照会先： 
 （一社）信 託 協 会 
     総務部（広報担当）  松村、西村、馬場 

企画室 浅川、関根 
     電話 ０３－６２０６－３９９２ 



（別添） 

＜現行規制・制度の概要＞ 

・ 兼営法施行規則第 3条第 1項において、暗号資産を含む信託財産の管理または処分を行う信託お

よび信託財産の管理または処分において暗号等資産関連デリバティブ取引を行う信託は、金融機

関が営むことができない業務とされている。 

・ 信託銀行は、管理型信託業に該当する信託においては上記暗号資産に係る信託業務を営むことが

許容されているものの、信託業法第 2条第 3項にて、受託者と密接な関係を有する者を委託者ま

たは指図権者とすることは禁止されている。 

・ 従って、信託銀行は同一の企業グループに属する委託者から暗号資産に係る信託の引受けを行う

ことは実質的に禁止されている。 

＜現行規制・制度の問題点（規制改革の必要性）＞ 

・ 令和 7年 1月末時点で、国内の暗号資産口座数は 1,200万超、利用者預託金残高は 5兆円以上に

達し、金融庁実施の投資家意識調査では、投資経験のある国内個人投資家の暗号資産保有率は FX

取引や社債等を上回る 7.3%を占めるなど、国内投資家にとって暗号資産が投資対象と位置付けら

れる状況が生じていると考えられる。 

・ また、米国では令和 6 年 1 月に、暗号資産の価格に連動する上場投資信託（ETF）が解禁され、

当該暗号資産 ETF の資産残高は約 15 兆円に及び、長期保有を前提とする公的年金等も含めた

1,200 社を超える機関投資家が暗号資産 ETF に投資するなど、暗号資産の投資対象化が大きく進

展している。スイス、カナダ、ドイツ、ブラジル、香港、オーストラリア等でも暗号資産 ETFが

解禁済みであり、国際的にも暗号資産の投資対象化の潮流が強まっている。 

・ 斯かる中、日本国内においても、暗号資産をオルタナティブ投資の対象資産として、その流通市

場の健全な発展を促進するための法制度整備の検討が進んでいるものと理解され、とりわけ、現

状は許可されていない暗号資産 ETFの解禁が、暗号資産の流通を拡大する手段の一つとして期待

されていると考えられる。 

・ 暗号資産 ETF の組成に際しては、基本的に信託銀行が受託者を担うことが必要となり、委託会社

との緊密な連携が、投資家にとって魅力的かつ効率的な商品組成に資すると考えられる。しかし

ながら、現状、同一の企業グループ内で暗号資産信託を行うことが禁止されているため、そうし

た緊密な連携が不可能となっている。 

＜規制改革要望の内容＞ 

・ 同一の企業グループ内で暗号資産 ETFを組成可能とするため、グループ会社を委託者とする暗号

資産信託の引受けを許容いただきたい。 

＜規制改革の効果＞ 

・ 信託銀行が、金融グループの総合力を発揮して効率的な暗号資産の受託体制を構築することで、

暗号資産 ETFの組成に際し、当該商品の魅力を高め、広く機関投資家や個人投資家の暗号資産へ

の投資ニーズを充足することが可能。 

・ 同一の企業グループ内で暗号資産を活用した商品・スキーム組成のノウハウを蓄積することで、

将来的には暗号資産 ETFに留まらず多様なデジタルアセットの取扱拡大に繋がり、日本における

web3サービス市場の成長への貢献と新たなビジネス機会の創出を展望。 

｛根拠法令等｝ 

 金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行規則第 3条第 1項第 7号、信託業法第 2条第 3項 

第 1号 

１．信託銀行のグループ会社を委託者とする暗号資産 ETF組成を可能とすること 



 

 2 

＜現行規制・制度の概要＞ 

・ 信託会社等に関する総合的な監督指針 3-5-1（6）において、暗号資産等の信託に際しては、不適

切な暗号資産を取扱わないための措置、テロ資金供与およびマネー・ローンダリングへの対応、

暗号資産の分別管理、暗号資産の流出リスクへの対応、暗号資産関係情報の適切な管理といった、

厳格な態勢整備が求められている。 

・ 一方、上記態勢整備は、暗号資産交換業者に求められるものと同等の内容となっており、暗号資

産の管理を信託銀行から暗号資産交換業者等に再委託する場合においては重複する規定となっ

ている。 

＜現行規制・制度の問題点（規制改革の必要性）＞ 

・ 令和 7年 1月末時点で、国内の暗号資産口座数は 1,200万超、利用者預託金残高は 5兆円以上に

達し、金融庁実施の投資家意識調査では、投資経験のある国内個人投資家の暗号資産保有率は FX

取引や社債等を上回る 7.3%を占めるなど、国内投資家にとって暗号資産が投資対象と位置付けら

れる状況が生じていると考えられる。 

・ また、米国では令和 6 年 1 月に、暗号資産の価格に連動する上場投資信託（ETF）が解禁され、

当該暗号資産 ETF の資産残高は約 15 兆円に及び、長期保有を前提とする公的年金等も含めた

1,200 社を超える機関投資家が暗号資産 ETF に投資するなど、暗号資産の投資対象化が大きく進

展している。スイス、カナダ、ドイツ、ブラジル、香港、オーストラリア等でも暗号資産 ETFが

解禁済みであり、国際的にも暗号資産の投資対象化の潮流が強まっている。 

・ 斯かる中、日本国内においても、暗号資産をオルタナティブ投資の対象資産として、その流通市

場の健全な発展を促進するための法制度整備の検討が進んでいるものと理解され、とりわけ、現

状は許可されていない暗号資産 ETFの解禁が、暗号資産の流通を拡大する手段の一つとして期待

されていると考えられる。 

・ 暗号資産 ETF の組成に際しては、裏付となる暗号資産の管理を信託銀行で担うことが必要となる

ものの、暗号資産の管理・保管の技術やノウハウに鑑みれば、それらを有する暗号資産交換業者

等に再委託（サブカストディ）するケースが想定される。一方、サブカストディを前提とした暗

号資産信託の引受であっても、信託銀行は、暗号資産交換業者と同等の態勢整備を行う必要があ

り、重複が生じることから、コスト等の面で非効率な運営となることが懸念される。 

・ 暗号資産 ETFの普及促進に際しては、裏付資産の適切な管理による投資家からの信頼獲得および

信託報酬等のコストを可能な限り低くすることのバランスが必要不可欠であり、そうした規制内

容が望ましいと考えられる。 

＜規制改革要望の内容＞ 

・ 信託銀行が暗号資産交換業者等にサブカストディを行う場合、委託先に対する厳格なモニタリン

グにより善管注意義務を果たすことで、信託銀行に求められる態勢整備の一部を充足できること

を明確化いただきたい。 

＜規制改革の効果＞ 

・ 信託銀行と暗号資産交換業者が連携して効率的な暗号資産の管理体制を構築することで、暗号資

産 ETFの組成に際し、当該商品の魅力を高め、広く機関投資家や個人投資家の暗号資産への投資

ニーズを充足することが可能。 

｛根拠法令等｝ 

 信託会社等向け総合的な監督指針 3-5-1（6） 

２．暗号資産 ETF 組成時に信託銀行に求められる態勢整備内容の明確化 
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＜現行規制・制度の概要＞ 

・ 令和 4 年 10 月の金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行規則改正により、信託銀行にお

ける信託財産として「暗号資産（現物）」の管理型信託業が解禁された。 

・ 一方、「暗号資産関連デリバティブ」の解禁は上記改正に含まれず、同年 10月 19日の金融庁パ

ブリックコメントへの回答にて「①顧客ニーズの有無、②信託銀行の固有の業務への影響」の観

点から慎重な検討が必要とされ、現時点においても認められていない。 

＜現行規制・制度の問題点（規制改革の必要性）＞ 

・ 今後、投資信託及び投資法人に関する法律施行令の改正により「暗号資産」が「特定資産」に加

えられた場合においても、受託者たる信託銀行において「暗号資産関連デリバティブ」が信託財

産として認められない限り、暗号資産関連の投資信託では現物型のみ解禁されることとなり、例

えば先物型の組成は困難となる。 

・ 米国では暗号資産（ビットコイン）現物型 ETF に先んじて暗号資産（ビットコイン）先物型 ETF

が承認されており、海外対比で商品組成の幅が劣後することとなる。 

＜規制改革要望の内容＞ 

・ 暗号資産（現物）同様に、暗号資産関連デリバティブにおいても信託銀行における信託財産とし

て解禁いただきたい。 

＜規制改革の効果＞ 

・ 上記の通り、投信法施行令の改正により、暗号資産が特定資産に加えられた場合において、先物

型の投資信託組成も可能となり、商品の幅が広がる。 

・ また、暗号資産投資における主要課題である流出リスクについて、先物型においては当該リスク

を抑えた商品性を有する投資信託の組成が可能となる。 

・ その他、現物型投資信託においては流出リスクの取扱いが主要論点になっており、保険等の資金

キャッシュフローをなくした形で当該リスクを抑えた商品組成を行えることは、暗号資産の経済

効果の点にのみに注目し、資産運用会社を始め関係各社がスモールスタートとしてノウハウを蓄

積することにつながる等、関係各社の暗号資産投資に関する経験を得ることにも資すると考えら

れる。 

・ 暗号資産の投資対象化が進展している現代においては、上記のように資産運用・管理関連業界全

体にメリットが及ぶことで、わが国の投資対象の多様化およびイノベーションの促進、ひいては

資産運用立国の推進に大いに資すると考えられる。 

｛根拠法令等｝ 

投資信託及び投資法人に関する法律施行令第 3条（特定資産の範囲） 

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行規則第 3条第 1項第 7号 

金融商品取引業等に関する内閣府令第 123条第 1項第 35号 

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行規則等の一部を改正する内閣府令（案）」及び「信

託会社等に関する総合的な監督指針」の一部改正（案）に対するパブリックコメントの結果等の

公表について（令和 4年 10月） 

 

３．信託銀行による対象信託財産に暗号資産関連デリバティブを追加すること 
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・ 独占禁止法第 11 条は、「事業支配力の過度の集中の防止」および「競争上の問題の発生の防止」

の観点から、豊富な資金量を有し、融資を通じて他の会社に大きな影響力を及ぼし得る銀行およ

び保険会社に対して、株式に係る議決権の保有規制を課している（信託銀行については、銀行勘

定と信託勘定のそれぞれにつき、他の国内会社の議決権をその総株主の議決権の 5％を超えて保

有することが原則として禁止されている）。 

・ 信託勘定で保有する株式に係る議決権は、委託者又は受益者が指図を行うことができるものを除

き、信託銀行が自己の意思に基づき行使することができるが、信託法等の法令に則り信託の目的

に従って受益者の利益のために行使するものであり、その行使結果を公表している。また、銀行

勘定で保有する株式に係る議決権とは分別して議決権行使を行う態勢を整えている。それにより、

信託銀行の銀行勘定が信託勘定を利用して事業会社と結び付くことによる競争上の問題の発生

のおそれはない。 

・ 一方で、当該規制を遵守するためには、銀行勘定・信託勘定間で部門の分離を図っているにもか

かわらず、銀行勘定・信託勘定それぞれで保有する株式に係る議決権数、および議決権を新たに

保有する場合だけでなく発行会社の資本政策（自己株式の取得等）によっても変動する議決権保

有割合を管理する必要があり、そのための事務負荷、システム・ルール等の整備負担には重いも

のがある。 

・ また、平成 26 年 4月 1日付「独占禁止法第 11条の規定による銀行又は保険会社の議決権の保有

等の認可についての考え方」（以下、ガイドライン）の改正により認可要件は緩和されたものの、

信託銀行が信託勘定で保有する株式に係る議決権が当該規制の対象から除外されない限り、依然、

認可が得られず、信託銀行が信託勘定で運用する株式について意図しないタイミングでの処分を

余儀なくされるリスクがあることから、認可申請が必要とならない範囲内での株式の取得にとど

める、すなわち、一部の株式の取得を断念せざるを得ず、受益者の利益の極大化を図ることの障

害になりかねない。 

・ 以上の趣旨を踏まえ、信託銀行が信託勘定で保有する株式に係る議決権につき、独占禁止法第 11

条に定める銀行に対する議決権保有規制の対象から除外していただきたい。 

・ 直ちに対応が困難な場合、銀行勘定と信託勘定における議決権の分別行使体制について予め認可

を受けることで、以後銘柄毎に 5％を超過した場合にも都度の認可を不要としていただきたい。 

・ なお、昨年度に提出した規制改革ホットライン要望に対する回答において、「認可後に提出を求

めている議決権の分別行使に係る社内体制整備状況に関する報告について、銀行における事務負

担軽減の観点から見直しを検討する」旨が示されており、今後、ガイドラインの改正が行われる

ものと承知している。ついては、適切な措置を講じられたい。 

｛根拠法令等｝ 

 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 11条 

４．独占禁止法第 11 条における信託勘定に対する議決権保有規制の見直し 
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＜戸籍証明書等一式（除籍・改製原戸籍を含む）の収集にかかる負担軽減＞ 

・ 相続人は、自らが法定相続人であることを証明するため、行政機関や各金融機関等の依頼に基づ

き、被相続人の死亡から遡って出生に至るまでの戸籍証明書等一式を提出している。 

・ 現在、戸籍証明書等の取得に係る申請は一部の市町村でオンライン化されているものの、多くの

場合で市町村への出頭または郵送を要し、交付媒体は紙に限定されている。 

・ 従前、戸籍証明書等は本籍地ごとに交付を申請する必要があったものの、令和 6年 3月より、本

籍地以外の市区町村での取得が可能となった（以下、「広域交付」という）。しかし、電子化さ

れていない戸籍証明書等※は対象外となっており、この場合、市区町村に出頭または郵送での交

付申請が必要である。 

※電子情報処理組織によって取り扱うことが相当でない戸籍又は除かれた戸籍（戸籍法施行規則

第 69条） 

＜法定相続人の特定にかかる負担軽減＞ 

・ 行政機関や各金融機関では、相続人から提出された戸籍証明書一式をもとにそれぞれで法定相続

人を特定する作業をしており、事務の重複が生じていた。また、相続人も戸籍証明書等をそれぞ

れに提出する必要があり、負担がかかっていた。以上の問題を解消する観点で、平成 29 年 5 月

に全国の登記所にて「法定相続情報証明制度」が開始され、各種相続手続の際には認証済みの法

定相続情報一覧図を提出することで、戸籍証明書等の提出を省略することができるようになった。 

・ しかし、相続人は戸籍証明書や法定相続情報一覧図を準備のうえ登記所に出頭または郵送にて申

し出る必要があり、認証された法定相続情報一覧図の交付媒体は当然に紙である。 

＜規制改革要望の内容＞ 

・ 戸籍証明書等について、全国全ての市区町村においてオンライン申請を可能とするとともに、戸

籍証明書そのものを電子データ（PDF 等）で交付できる仕組みを整備していただきたい。あわせ

て、行政手続に限らず、戸籍取得を必要とする民間手続においても電子的に利用可能となるよう、

法制度およびシステム整備を進めていただきたい。 

・ 電子化されていない戸籍のデータ化を可能な限り促進し、「広域交付」において取得可能な戸籍

の範囲を拡大していただきたい。 

・ 法定相続情報証明制度について、「申出のオンライン化」および「電子認証付きの法定相続情報

一覧図の交付」を実現していただきたい。 

＜規制改革の効果＞ 

・ 以上の見直しにより、相続人における相続手続に要する時間の短縮や複数の戸籍証明書等の収集

に要するコストの削減、金融機関・行政機関における相続手続の迅速化・効率化が見込まれる。 

｛根拠法令等｝ 

戸籍法第 10条、第 10条の 3、第 12 条の 2、戸籍法施行規則第 69条 

不動産登記規則第 247 条 

 

 

５．相続手続のデジタル化 
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＜現行規制・制度の概要＞ 

・ 令和 3 年 11 月 1 日施行「金融サービス仲介法制」により、１つの登録で銀行・証券・保険すべ

ての分野のサービス提供が可能な「金融サービス仲介業」が創設。 

・ 現在「金融サービス仲介業」では、「預金等媒介業務」「保険媒介業務」「有価証券等仲介業務」

「貸金業貸付媒介業務」の取扱いが認められている。 

＜現行規制・制度の問題点（規制改革の必要性）＞ 

・ 信託分野では、国民（顧客）の資産形成ニーズや次世代への資産承継ニーズ等を解決する多様な

商品やサービスが存在するものの、現在「金融サービス仲介業」では「信託媒介業務（仮称）」

の取扱いが認められていない。 

・ なお、施行時のパブリックコメント（令和 3年 6月 2日公表）では、「信託契約代理業に係る媒

介業務（中略）についても、取扱いを希望する意見もあるので、今後の金融サービス提供法の実

施状況を見直して改正等される機会には、上記の類型の取扱いについても検討をお願いしたい。」

との意見に対し、金融庁からは「金融サービス仲介業の対象となる商品・サービスや相手方金融

機関の範囲については、商品設計の複雑さや日常生活への定着度合い等をはじめ、顧客のニーズ

や金融サービス仲介業者による顧客保護のための取組を含む業務運営の実態等も踏まえつつ、必

要に応じて見直しの要否を検討していくべきものと考えます。」との考えが示されている。 

＜規制改革要望の内容＞ 

・ 「金融サービス仲介業」へ「信託媒介業務」（「預金等媒介業務」「保険媒介業務」「有価証券

等仲介業務」「貸金業貸付媒介業務」と同様に「顧客に対し高度に専門的な説明を必要とするも

の」を除く）を追加いただきたい。具体的には、資産形成および贈与・承継の機能を有する合同

運用指定金銭信託の取扱いを希望するもの。 

＜規制改革の効果＞ 

・ 金融サービス仲介業者が信託分野の媒介業者となることで、幅広い顧客層に信託商品を提供する

ことが可能となること。 

・ また、金融サービス仲介業者が、顧客に対して既存の銀行・証券・保険分野に加え、信託分野も

含めた多様なサービスをワンストップで提供可能になることで、顧客の利便性が向上すること。 

｛根拠法令等｝ 

 金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律 第三章 

 

６．金融サービス仲介業に「信託媒介業務」を追加すること 
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・ 信託兼営金融機関、信託会社および信託契約代理店は、増改築その他のやむを得ない理由により

一時的に位置を変更する場合を含め、営業所等の位置を変更する場合には届出が必要とされてい

る。 

・ 一方、銀行および銀行持株会社については、一時的に位置を変更する場合については届出不要と

されている。また、銀行代理店についても、平成 30 年 6 月 1 日より、届出不要と規制が緩和さ

れている。 

・ 銀行代理店における規制緩和の理由として、「対応コストに比して十分な必要性が認められない」

ことが挙げられている※。 

・ また、信託契約代理業を営んでいる銀行等（信用金庫、信用組合を含む）は、一時的に位置を変

更する場合について、銀行法等に基づく届出は不要とされているにも関わらず、信託業法に基づ

く届出への対応が必要となっており、銀行法等と信託業法の平仄がとれていないことにより一定

の対応コストが発生している。 

・ ついては、信託兼営金融機関、信託会社および信託契約代理店が増改築その他のやむを得ない理

由により一時的に位置を変更する場合について、届出不要としていただきたい。 

・ この見直しにより、事務負担の軽減につながる。 

※ 金融審議会「金融制度ワーキング・グループ報告書」（平成 28年 12月 27日公表） 

｛根拠法令等｝ 

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 8条、信託業法第 12条、第 71条 

 

７．増改築等の理由による営業所等の一時的な位置変更に係る手続の緩和 
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＜管理型信託会社における登録事項の変更に伴う届出の概要＞ 

・ 信託業法第 12条第 2項に基づき、同法第 8条第 1項各号に掲げる事項に変更があったときは、「そ

の日から 2週間以内」に、その旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。 

＜自己信託業務における登録事項の変更に伴う届出の概要＞ 

・ 信託業法第 50条の 2第 12 項により適用される同法第 12条第 2項に基づき、同法第 50条の 2第

3項各号に掲げる事項に変更があったときは、「その日から 2週間以内」に、その旨を内閣総理大

臣に届け出なければならない。 

＜現行規制・制度の問題点（規制改革の必要性）＞ 

・ 変更事由発生から 2週間以内に、役員等の住民票等の添付書類を準備することが、スケジュール

上タイトであること。 

・ 信託契約代理店業務においても、同様の変更届出が必要である（信託業法第 71 条）が、平成 29

年 4月の法改正により、その届出期限を「その日から 2週間以内」から「その日から 30日以内」

に延長いただいた。 

・ 管理型信託会社および自己信託業務における登録事項の変更に伴う届出期限についても同様に、

届出期限を延長いただきたい。 

＜規制改革の効果＞ 

・ 届出書類の短期間での準備の負担の軽減。 

（役員等の変更は、期初発生することが多いが、決算対応等各種期初対応と重なる繁忙期である

ことから、短期間での準備負担は大きく、延長いただけると業務平準化にも繋がるもの） 

・ 負担軽減・業務平準化による業務運営の安定化、および軽減されたリソースによる顧客宛て業務

の更なる推進。 

｛根拠法令等｝ 

 信託業法第 12 条第 2項、第 50 条の 2 

８．管理型信託会社および自己信託業務における登録事項の変更に伴う届出期限の緩和 
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＜現行規制・制度の概要＞ 

・ 受託者が特定有価証券を発行する場合、有価証券届出書において、特定有価証券の内容等の開示

に関する内閣府令で定める第 6号様式に則り、受託者の経理の状況等を記載している。 

・ 受託者の経理の状況については、特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令および企業内容

等開示ガイドラインに則り、有価証券届出書提出後、受託者自らの最近事業年度の次の事業年度

の決算が確定し監査証明を受けた場合等は、訂正届出書を提出する必要があると解することがで

きる。 

＜現行規制・制度の問題点（規制改革の必要性）＞ 

・ 以下(1)(2)の発生を回避するために、受託者の中間決算および本決算が確定する時期を避けて募

集スケジュールを設定する場合がある。特定有価証券の発行による資産移転、資金調達および投

資に滞りが生じることで、市場の発展が阻害されている。 

（1）有価証券届出書の効力発生前 

有価証券届出書は、提出後暦日 15日の経過をもって効力が発生する。企業内容等開示ガイ

ドライン 7-3 等の規定による訂正届出書の効力発生は 3 日（休日不算入）を経過した日で

あり、有価証券届出書の効力発生日の直前に訂正届出書を提出することで、効力発生日が

遅れる場合がある。 

（2）有価証券届出書の効力発生後（有価証券の募集開始後） 

有価証券の募集を行う証券会社等の金融商品取引業者は、訂正届出書の内容を記載した目

論見書を投資家に追加交付する必要がある。当該追加交付は投資家が金融商品取引業者に

募集金を送金する日までに行う必要があり、交付が間に合わず法令違反となるリスクがあ

る。 

・ 例えば、受託者の経理の状況については、信託業法第 34 条に定める説明書類の縦覧または有価

証券報告書等の公開により確認することが可能であり、当該方法について目論見書に記載し投資

家に周知するといった代替措置が考えられる。 

＜規制改革要望の内容＞ 

・ 受託者が特定有価証券を発行する場合の企業内容等開示ガイドラインが準用される範囲につい

て、訂正届出書提出事情の一部（7-3）①～⑨を除外していただきたい。 

＜規制改革の効果＞ 

・ 企業内容等開示ガイドラインが準用される範囲の整理・明確化によって発行時期の柔軟な調整が

可能となり、投資運用商品の組成促進に繋がると思われる。 

｛根拠法令等｝ 

特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第 13条第1項、企業内容等開示ガイドライン 7-3①

～⑨ 

９．受託者が特定有価証券を発行する場合の企業内容等開示ガイドラインが準用される範囲を 

整理・明確化すること 
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＜現行規制・制度の概要＞ 

・ 確定拠出年金法第 26 条および確定拠出年金制度について（法令解釈通知）第 6-1 により、運用

の方法の除外（以下商品除外）を実施する際には、運営管理機関は労使間の協議の内容を踏まえ

た上で、加入者に対して個別意向を確認し、3分の 2以上の加入者の同意を受ける必要がある。 

＜現状の課題、提案理由＞ 

・ 令和 3年 7月法改正により商品除外を検討する事業主が増加する一方、商品除外時には除外運用

指図者の個別同意が必要であり、事業主・運営管理機関双方の事務負荷が高いのが現状である。 

・ NISA等を含む所謂公募投信窓販（以下、窓販）では、既存保有残高に影響のある繰上償還等は一

定の同意取得プロセスが必要となる一方、その影響がない新規販売停止では同意取得は不要であ

る。 

・ DC 商品の閉鎖型除外の加入者影響は、窓販における新規販売停止と同様であり、個別の同意取得

は窓販と同様に不要と考えられる。労使間合意、または労使間合意に加え加入者への一斉周知に

基づき、速やかに除外を行う方が加入者利益の保護に繋がると考える。 

・ なお、個別同意を省略する場合でも、加入者への一斉周知を行うことで、加入者への十分な周知

なしに商品除外が行われることは防止できると考える。 

・ 確定拠出年金制度について（法令解釈通知）第 6-1.(4)(注)では、閉鎖型除外の場合、確定拠出

年金法第 26 条第 3 項に基づく運用の方法を除外した旨の通知は、除外することが決定した旨の

加入者等に対する同 1.(3)の周知にあわせて当該運用の方法を除外する日を通知することをもっ

て代えることができる。このように閉鎖型除外では、手続の一部省略が可能であることや、本年

7 月公表の「成長投資を促進するための金融戦略」においても商品除外手続の緩和の検討が記載

されていることを踏まえ、適切な措置を講じられたい。 

＜規制改革要望の内容＞ 

・ 商品除外をより円滑なものとするため、過去分の売却を伴わない商品除外（閉鎖型除外）につい

ては、労使合意のみ、または労使間合意に加え加入者への一斉周知（DC加入者専用 WEBサイトへ

の掲載等を想定）によるオプトアウト方式での同意確認による除外を行うことを可能としていた

だきたい。 

｛根拠法令等｝ 

 確定拠出年金法第 26条、確定拠出年金法施行令第 15条の 2 

 確定拠出年金制度について（法令解釈通知）第 6-1 

 確定拠出年金 Q＆A （148-15） 

10．閉鎖型除外における確定拠出年金の運用商品除外に関する同意取得要件の緩和 
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＜現行規制・制度の概要＞ 

・ 確定拠出年金法第 23 条の 2 において、運営管理機関等は加入者等が運用の指図を行わなかった

場合に適用される「指定運用方法」を選定・提示できるが、その設定は任意である。 

＜現状の課題、提案理由＞ 

・ 指定運用方法が未設定の規約において加入者が運用指図を行わない場合、拠出金は「未指図資産」

として現金等のまま滞留する。 

・ デフレ環境下においては、現金であっても実質的な目減りは生じにくかったものの、足元の物価

上昇（インフレ）環境下では、加入者の実質的な購買力の低下・資産価値の毀損に直結する。 

・ 我が国が「資産運用立国」を掲げ、家計の金融資産を成長投資へと振り向けることで国民の資産

形成を後押しする中、公的年金を補完する確定拠出年金制度において、制度的な要因により資金

が滞留し続ける構造は速やかに是正されるべきであり、本年 7月公表の「成長投資を促進するた

めの金融戦略」においても指定運用方法の設定の促進の検討が記載されている。 

・ これらを踏まえ、加入者が意図せず資産形成の機会を逸失し、インフレリスクに晒されることを

防ぐため、未指図資産の確実な解消策として、全ての規約において「指定運用方法」の設定を義

務化することを要望する。 

・ なお本件は、全事業主に影響が及ぶことからスケジュール等を含め業界団体等の関係者と密に連

携を図っていただきたい。検討の過程において一律の義務化が困難と判断された場合には、必要

に応じ努力義務化を検討（例：指定運用方法を設定するか否かに関わらず労使合意を経る）する

ほか、事業主の投資教育の意欲後退に繋がることが無いよう、周知方法含め適切な措置を講じら

れたい。 

＜規制改革要望の内容＞ 

・ 企業型確定拠出年金において、加入者等が運用の指図を行わなかった場合に自動的に適用される

運用方法である「指定運用方法」の設定を義務化していただきたい。 

｛根拠法令等｝ 

確定拠出年金法第 23 条の 2 

11．確定拠出年金における指定運用方法の設定義務化 
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＜現行規制・制度の概要＞ 

・ 確定拠出年金法第 100 条第 6 号、確定拠出年金運営管理機関に関する命令第 10 条第 2 号、確定

拠出年金制度について（法令解釈通知）、確定拠出年金 Q＆A（Q262-5②）等により、運営管理機

関は加入者等に対して、特定の商品について指図を行うことを勧める等、個別の商品の推奨・助

言が原則として禁止されており、一般的な情報提供や投資教育の範囲にとどめられている。 

＜現状の課題、提案理由＞ 

・ 確定拠出年金制度が普及する一方で、インフレ環境下においても元本確保型商品のみで運用を行

っている加入者も存在する。加入者が自身のライフプラン等を総合的に勘案し、適切な商品ポー

トフォリオを自ら構築することは、投資未経験者等にとって依然としてハードルが高い。 

・ 同じく国民の資産形成を牽引する NISA では、金融機関が顧客の属性やリスク許容度に応じて、

個別具体的な運用商品の推奨を行うことや、投資一任契約（ロボアドバイザー等）を通じた最適

なポートフォリオの提供が広く活用されており、投資未経験者であっても円滑に適切な資産形成

を開始・継続できている。 

・ 確定拠出年金においても、運営管理機関が加入者ニーズに寄り添い、真に有益なサポートを提供

できる環境整備が不可欠であり、本年 7月公表の「成長投資を促進するための金融戦略」におい

ても個別商品のアドバイスやロボアドバイザーサービス（投資一任）の取扱いの整理の検討が記

載されている。これらを踏まえ、運営管理機関による個別アドバイスを解禁することを要望する。 

・ また行為に付随する費用を年金資産から充当することで制度の利便性が高まると考えられ、確定

拠出年金施行規則第 8条第 1項第 3号（iDeCo に関しては個人型年金規約第 144条）に定める「事

務費」として処理することも認めていただきたい。 

＜規制改革要望の内容＞ 

・ 確定拠出年金の運営管理機関が、運営管理機関の立場として加入者等に対して個別の運用商品に

関する具体的な推奨や助言（個別アドバイス）を行えるよう、制度を見直していただきたい。 

・ その上で、加入者の最善の利益を図る観点から、当該アドバイスを適切に実施できるよう、投資

一任契約の活用等も含めた見直しも行っていただきたい。 

・ あわせて、これらの行為に付随する費用を年金資産から充当できるよう「事務費」として処理す

ることも認めていただきたい。 

｛根拠法令等｝ 

確定拠出年金法第 100 条第 6号 

確定拠出年金運営管理機関に関する命令第 10条第 2号 

確定拠出年金制度について（法令解釈通知）第 9-2.(4) 

確定拠出年金 Q＆A（Q262-5②） 

確定拠出年金法施行規則第 8条第 1項第 3号 

個人型年金規約第 144 条 
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